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令和 4年度予算見積調書(2月補正予算) 課室名:

説明事業

土地水政策課
担当名: 総務・国土調査担当

内線: 2186 (単位：千円)
会計

B37 地籍調査事業費 一般会
計

総務費 企画費
項

土地対策費 国土調査費
番号 事業名

事 業
期 間

昭和27年度～ 根 拠
法 令

国土調査法第9条の2第1項
国土調査促進特別措置法第3条1項

款

針路 09
分野施策 0901

１　事業概要 ５　事業説明
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 現状の登記簿や公図の多くは、明治初期の測量を受け
継いだもので、正確さに欠けているものも多い。
 そこで、地籍調査(土地の所有者、地番及び地目の調
査並びに境界及び地積の測量)を実施し、地籍の明確化
を図り、境界トラブルの未然防止、公共事業・災害復旧
の円滑化、課税の適正化等に資するものである。

　地籍調査事業      　　　　　　　　　50,541千円

(1)　事業内容
　　 国の総合経済対策(防災・減災、国土強靭化の推進など安全・安心の確保)に対応し、地籍調査を前倒しで実施す
　 る2町村に対し、事業費の3/4を補助する。

(2)　事業計画
　　 補助対象
　(ｱ)　ときがわ町
　　　事業量：0.48k㎡
　　　事業費：25,258.0千円
　　　補助額：18,943.5千円(25,258.0千円×3/4)
　(ｲ)　東秩父村
　　　事業量：1.17k㎡
　　　事業費：42,130.0千円
　　　補助額：31,597.5千円(42,130.0千円×3/4)

　【令和4年度事業計画(当初予算＋本補正予算)】
　　  事 業 量：5.22㎢
　　　事 業 費：434,542千円
　　　補 助 額：325,906千円
      補助対象：21市町村

(3)　事業効果
　 　令和5年度の事業を前倒しで行うことで、令和5年度の事業を確実に実施する。

２　事業主体及び負担区分
地籍調査費負担金
(国1/2・県1/4)市町村1/4

３　地方財政措置の状況
地籍調査事業の地方負担額の8割については、特別交付
税措置あり。

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×2.1人＝19,950千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
補正後の
予算額国庫支出金 繰 入 金

決定額 50,541 33,694

現計額 275,929 183,755 7,040 85,134

― 企画財政部 37 ―

未来を見据えた社会基盤の創造

16,847 326,470

住み続けられるまちづくり



 

事業名

単位事業名 予算額 50,541千円

　
（単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 50,541 ― 地籍調査事業費補助金　2町村　50,541千円

合計 50,541 ―

事業内訳書

地籍調査事業費

地籍調査事業

主な内容


